
令和５年３月６日最終改正 
 

特別障害給付金市町村事務処理基準 
 

第１章 総則 
（通則） 

第１条 市町村（特別区を含む。以下同じ。）における特別障害給付金に関する

事務の取扱いについては、特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関す

る法律（平成１６年法律１６６号）、特定障害者に対する特別障害給付金の支

給に関する法律施行令（平成１７年政令第５６号）及び特定障害者に対する

特別障害給付金の支給に関する法律施行規則（平成１７年厚生労働省令第４

９号）の定めるところによるほか、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４５条の９第３項に基づくこの処理基準の定めるところにより行う。 
 
（文書の取扱い） 

第２条 特定障害者その他関係者から提出された特別障害給付金に関する請求

書、申請書又は届書（以下「請求書等」という。）の記載事項に明白な誤りが

ある場合において、これが軽微なものであって容易に補正できるものである

ときは、特定障害者その他関係者に適宜その誤りの補正を求め、又は市町村

の職員が適宜その誤りを補正して受理する。 
 

第２章 帳簿等 
（備付帳簿等） 

第３条 市町村において備える帳簿は、特別障害給付金関係書類受付書処理簿

（以下「受付処理簿」という。）とする。なお、受付処理簿は記入する項目等

に応じて分けて備えることを妨げない。 
２ 受付処理簿は、完結の日から３年間保存する。 

 
（受付処理簿） 

第４条 市町村の職員は、受付処理簿に次に掲げる事項を記入する。 
（１）受付番号 
（２）受付年月日 
（３）請求書等の名称 
（４）氏名 
（５）処理経過 
（６）送付年月日 



（７）その他必要な事項 
 
第３章 請求書等に関する事項 

（請求書等の受付） 
第５条 特定障害者その他関係者から、特別障害給付金の支給に関する請求

書等が提出されたときは、次により処理する。（１）請求書等に受付印を押し、

受付番号及び受付年月日を記入する。 
（２）受付処理簿に受付番号、受付年月日、請求書等の名称及び氏名を記入す

る。 
（３）年金手帳、基礎年金番号通知書又は年金証書が添付書類として提出され

ているときは、受付処理簿にその旨を記入し、返付する。 
（４）請求書等に添えて、行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番号利用法」と

いう。）第２条第７項に規定する個人番号カード（以下「個人番号カード」

という。）又は番号利用法第２条第５項に規定する個人番号（以下「個人

番号」という。）が記載された住民票の写し等の番号確認書類及び個人番

号カード、運転免許証又は旅券等の身元（実存）確認書類が提出されたと

きは、請求書等又は受付処理簿にその旨を記入し、返付する。 
（５）請求書等の記載及びその添付書類（番号利用法第２２条第２項の規定に

基づき省略可能な書類を除く。）に不備がないかどうかを確認する。 
（６）請求書等の記載に補正できない程度の不備があるとき、又はその添付書

類に著しい不備があるときは、受付処理簿に返付年月日を記入し、当該請

求書等を提出者に返付する。 
（７）前号の規定により返付した請求書等が補正され再提出されたときは、受

付処理簿に再受付年月日を記入する。 
 
（特別障害給付金請求書） 

第６条 特定障害者から特別障害給付金の支給に関する認定請求書（以下「特

別障害給付金請求書」という。）が提出されたときは、前条に規定する処理に

加え、次の処理をする。 
（１）特別障害給付金請求書に記載された氏名及び生年月日並びに基礎年金番

号が記載されている場合にあっては基礎年金番号を年金手帳、基礎年金番

号通知書等により確認する。ただし、当該請求書に添えて提出された年金

手帳、基礎年金番号通知書等により確認できないときは、戸籍簿若しくは

住民基本台帳により確認する。また、特別障害給付金請求書に個人番号が

記載されているときは、番号利用法第１６条に基づき本人確認措置を行う。 



（２）特別障害給付金請求書の記載及びその添付書類に不備がないときは、受

付処理簿に受理の年月日を記入する。 
（３）番号利用法第２２条第２項の規定に基づく添付書類省略ができない場合

において、特別障害給付金所得状況届が提出されたときは、記載された所

得額、所得税額、市町村民税額その他の事項を住民票、生活保護の保護台

帳又は被保護世帯票、市町村民税課税台帳、国民健康保険税（料）賦課台

帳等により確認する。 
（４）前号の確認をしたときは、特別障害給付金所得状況届に控除後の所得額

を記入する。 
（５）特別障害給付金請求書及びその添付書類（第５条第３号の規定により提

出者に返付した年金手帳及び基礎年金番号通知書を除く。）を当該市町村

を管轄する年金事務所（以下「管轄年金事務所」という。）へ送付する。 
２ 管轄年金事務所から特別障害給付金認定結果一覧表が送付されたときは、

受付処理簿に認定結果を記入する。 
 
（現況届） 

第７条 特別障害給付金現況届（以下「現況届」という。）が提出されたときは、

第５条に規定する処理に加え、次の処理をする。 
（１）番号利用法第２２条第２項の規定に基づく添付書類省略ができない場合

において、特別障害給付金所得状況届が提出されたときは、記載された所

得額、所得税額、市町村民税額その他の事項を住民票、生活保護の保護台

帳又は被保護世帯票、市町村民税課税台帳、国民健康保険税（料）賦課台

帳等により確認する。 
（２）現況届及びその添付書類を管轄年金事務所に送付する。 
 
（支給調整関係届等） 

第８条 特別障害給付金請求書及び現況届以外の請求書等が提出されたときは、

その内容に応じ第６条の規定の例により処理する。 
 
（請求書等の送付） 

第９条 請求書等を管轄年金事務所に送付するときは、次の処理をする。 
（１）請求書等を種類ごとに区分する。 
（２）特別障害給付金関係書類送付書を様式により作成し、添付する。 
（３）受付処理簿に送付年月日を記入する。 
 
（請求書等の再送付） 



第１０条 管轄年金事務所に送付した請求書等に著しい不備があったため返戻

されたときは、次の処理をする。 
（１）受付処理簿に返戻年月日を記入する。 
（２）指摘された事項が市町村において補正できるものにあっては、その補正

をする。 
（３）指摘された事項が市町村において補正できないものにあっては、受付処

理簿に返付年月日を記入し、請求書等を提出者に返付し、その補正を求め

る。 
（４）前号の規定により返付した請求書等が再提出されたときは、受付処理簿

に再受付年月日を記入する。 
（５）不備事項を補正した請求書等は、前条の規定の例により管轄年金事務所

に再送付する。 


